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１ 人工知能の現状 

人工知能（Artificial Intelligence; ＡＩ）

の技術が進展している。中でも、深層学習（デ

ィープラーニング）という技術は、2010 年代

に大きく躍進し、第３次人工知能ブームの中

心となっている。深層学習は、2012 年に画像

認識における大きな性能の飛躍で注目された。

2016 年に、アルファ碁がイ・セドル９段を破

ったことは記憶に新しい。アルファ碁は深層

強化学習という技術が用いられており、英国

ロンドンのＡＩ企業であり、Google の子会社

である DeepMind が開発した。その後も、深層

学習は着々と進展を遂げ、最近は、自然言語

処理において、「トランスフォーマ」という

機構が席巻している。トランスフォーマは、

自己アテンションという仕組みを巧妙に使っ

たニューラルネットワークの新しいタイプで

あり[1]、様々な処理を内部に学習することが

できる。2020 年に公開されたＧＰＴ－３とい

うモデルは、1,700 億のパラメータを持ち、

５兆単語で学習されており、様々な自然言語

                             
1 例えば、東京 1,351万、神奈川 912 万と入れただけで、人口に関しての表を作っていると解釈し、大阪と入れたとたん、

883万と自動的に入力されるようなことができる。 
2 自然言語文を入力すると、スクリプトを含んだhtmlのコードを生成することができる。 
3 2021 年５月には、ＧＰＴ－３を使ったプログラム開発のプラットフォームを発表した。自然言語からコードを生成し、用

いることができる。 
4 例えば、バイオケミカルの領域において６年間解けなかった結晶構造があっさり解けたという報告もある。 

処理のタスクに非常に高い性能を発揮する

[2]。翻訳や質問応用、要約などはもちろんの

こと、表を作成する際に自動的に情報を補足

するようなデモ1やプログラムを自動で生成

するようなデモ2まで公開された。シリコンバ

レーにある OpenAI という非営利の研究組織

が作ったものだが、早速マイクロソフトが独

占的なライセンスを受けた。いずれ、マイク

ロソフトの製品に組み込まれていくことにな

るのだろう3。 

今年の７月には、AlphaFold２という技術が

公開された[3]。アルファ碁を開発した

DeepMind が出したものであり、タンパク質の

３次元構造を推定するというものである。こ

の問題は古くから難問として知られているが、

深層学習を活用することで、従来の精度を大

きく超え、非常に正確な推定を可能にした。

バイオテクノロジーの研究者から、何年も解

けなかった問題が解けたと絶賛されている4。

深層学習は、今後、材料開発や医薬品の開発

など、科学技術の基礎に関わる部分でも大き

な影響を与えていく可能性がある。 

ほかにも、深層学習の実用化は世界で相次

いでいる。例えば、医用画像における画像診

断は、米国や中国で次々と実用化した。画像

や映像からのセキュリティのシステムにおい

ても、深層学習は使われている。米国や中国
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が先導する、ソーシャルメディアやスマホア

プリの中では、深層学習を用いた画像認識は

当たり前のように使われている。 

国内では、このところ、デジタルトランス

フォーメーション（Digital Transformation; 

ＤＸ）5の議論が盛んで、ＡＩ・深層学習の進

展についてニュースになることが少なくなっ

ているように感じるが、依然として、深層学

習の技術進展は続いている。深層学習は当た

り前に様々なデジタルのシステムの中で使わ

れるようになると同時に、新しい進展が次々

と新規のビジネスを可能にしているのである。

日本としても、引き続き注視していくべきで

ある。 

 

２ 我が国の人工知能関係の動き 

さて、国内の状況はどうだろうか。この５

～６年の動きを振り返ってみたい。私は 2015

年に、拙著「人工知能は人間を超えるか－デ

ィープラーニングの先にあるもの」[4]を上梓
じょうし

し、深層学習の重要性を説いた。それもきっ

かけの一つとなったと思っているが、2015 年

には、第５期科学技術基本計画に人工知能が

重要なテーマとして入ることになった。 

その後、人工知能研究を推進するため、い

くつかの研究組織が作られた。2015 年５月に

は、産業技術総合研究所のＡＩセンターが立

ち上がり、2016 年には理研ＡＩＰ（革新知能

統合研究センター）などが立ち上がった。ま

た、2016 年４月には、人工知能技術戦略会議

が置かれた6。 

私は、こういった組織の設立に大きな協力

をしてきたと自負している。政治家や役人を

前に、何度も深層学習の重要性を説くプレゼ

                             
5 もともとＤＸという言葉は、スウェーデンのウメオ大学のErik Stolterman氏が 2004年の論文で使ったのが初めてである

とされている。 
6 現在のＡＩに関する動きの状況は、内閣府のＡＩ戦略のページ(https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/index.html)にまとめら

れている。 

ンテーションをした。しかし、結果的には、

非常に悔しい思いをした。というのは、「深

層学習が進展しているから」人工知能に予算

を付けるべきであるといって予算化されたに

もかかわらず、結果的に予算が付いた後の体

制は、全く旧来の研究を引きずったものであ

り、深層学習の研究や社会実装のためのもの

になっていなかったからである。深層学習と

いう言葉は、枕詞にだけ使われ、実体として

の研究や政策の中身は、「人工知能」ならま

だしも、「データ」「数理」などの言葉が踊

るようになった。これらの違いは、専門外の

人から見ると微妙であるが本質的な違いであ

り、巧妙に意図的にそうした変化が作られ、

結果、国や社会は「人工知能」に投資したと

思っていても、結果的には、深層学習ではな

い旧来からの技術に予算が使われることにな

った。 

何も、これらの内容が重要でないというわ

けではない。もちろんデータサイエンスは重

要なトピックである。数理も重要である。た

だ、間違えてはいけないのは、データサイエ

ンスが重要であることは、少なくとも 2000 年

代から分かっていたことである。数理に至っ

ては、それが重要なことはもう何十年も前か

らのことである。つまり、ことさら今、強調

する必要がない。国が何かに投資するという

のは、投資すべきタイミングに来ている対象

があるからであって、今回の場合の投資対象

は、明らかに急速に進展している（当時、は

っきりとその兆候が見えた）深層学習であっ

た。 

しかし、人工知能に関する政府のトップ会

議には、深層学習の専門家ではない旧来から
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の情報技術の大御所が並び、新設された研究

組織も、申し訳程度に深層学習をテーマに含

むだけであった。「これは話が違いますよね？」

ということを、技術のこともしっかり分かっ

ているはずの文科省の役人に問いただしたと

き、あれだけプレゼンテーションをし、深層

学習が会議の中心の話題であったにもかかわ

らず、「深層学習をやるとは書いていない」

と開き直られた。ああ、そういうことかと絶

望したことは、今でも生々しい記憶である。 

政府の人工知能に関する資料を見ていただ

くとよく分かるが、巧妙にキーワードがずら

されている。当時、大御所の先生から、「深

層学習はただのツールになって終わる」と言

われたことはよく覚えているし（結果的には

全くの間違いだった）、また、「深層学習が

最近傍法（機械学習の最も初歩的な手法の一

つ）とほとんど性能が変わらない」と言って

回る大家の研究者もいた。これだけ未来のあ

る技術に対して、そんなことを言ってどうす

るのだろう？と思ったものだ。 

なぜ、こういうことが起こるのか？もちろ

ん、日本の各省庁の予算の使い方に関する一

般的な問題等もあるだろうが、一つの大きな

理由はこの分野の特性に由来する。情報技術

の分野は進展が急速であり、深層学習のよう

に新しい技術は若い人しかやっていないから

だ。2012 年に大きな飛躍を遂げた技術をマス

ターしている大御所の学者はいない。最も優

秀なのは、2012 年当時、博士課程に入ったか

どうかくらいの 20 代後半くらいの研究者で

ある。それから上は（私も含めて）本当に研

究に没頭できる時期にこの技術を習得してい

ない。人間誰しも、自分がよく分からない技

術については否定したくなるものである。そ

して自分が得意な領域に引き込むために、キ

ーワードを「深層学習」から「データ」や「数

理」と広げていくのである。 

今でこそ、深層学習の意義を否定する人は

誰もいないだろうし、今振り返れば、2015 年

当時、深層学習に投資すべきだったというこ

とは誰が考えても分かる。しかし、当時は、

深層学習に対して否定的なことを言う人がと

ても多く、私自身もよく批判された。人工知

能研究の未来のため、そして国のためと思っ

て行った活動が理解されず、様々な困難を伴

った。そして、私から見ると、どう考えても

深層学習の潜在的な可能性が明らかであるに

もかかわらず、技術の真の意味を理解しない

人たちによって、学術コミュニティの権力構

造によって学術のあるべき姿がネジ曲がって

いく姿を見るのは、研究者として大変な苦痛

であった。 

それから５年経って、結果はどうだっただ

ろうか。多くの若い人が深層学習の研究を始

めた。この分野は世界全体で大きく成長し、

2015 年の時点より、国際会議の論文数も研究

者数も何倍にもなった。世界中で顔認証や医

用画像に関して、多くの実用化がなされ、巨

大なスタートアップがたくさん誕生した。そ

して、日本は国として数百億円の規模の予算

を「人工知能」に投入したはずだが、結果的

に、諸外国に大きく後塵
こうじん

を拝している。「人

工知能」の論文数だけは数が増えているもの

の（論文数と研究費は高い相関にある）、日

本から深層学習に関する革新的な技術は一向

に出ておらず、また、グローバルなビジネス

も立ち上がっていない。旧来からの技術を「人

工知能」という看板に掛け替えただけなので、

革新的な技術が出るはずもない。当然の結果

である。 

この５年間に日本が被った機会損失は大き

なものだろう。恐らく一直線にこの技術に賭

けていた場合に比べて、ＧＤＰ換算で何兆円

から何十兆円かは失っているのではないかと

思う。恐らくこの分野を俯瞰
ふ か ん

し、最新の技術
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の可能性を誰よりも理解できていたはずの私

は、もっとうまくやることはできなかっただ

ろうかと反省の念も多い。 

 

３ 松尾研究室を中心とする活動 

さて、このように、国全体の動きが、本来

投資すべき方向と異なる方向に行ってしまっ

た５年間に、私自身が何をしていたかを述べ

たい。 

この５年間に、まず、私は人材育成に力を

入れた。革新的な技術の進展期にあって、ま

ず核となるのは新しい技術を身に着けた人材

である。2015 年に初めて東京大学に深層学習

の講義を作った。これは世界のトップ大学と

ほとんど遜色ないスピード感であり、少なく

とも国内では最も早かった。最初のクラスは

30 名ほどであったが、それから 100 名、200

名と増え、一気に人気講義となった。これま

で累計で 3,000 人以上の学生・社会人が受講

している。2014 年からスタートしたデータサ

イエンスの講義（グローバル消費インテリジ

ェンス（ＧＣＩ）という）と合わせ、現在ま

でに合計で 7,000 人以上の学生・社会人に講

義を提供してきた。 

2017 年には、日本ディープラーニング協会

という一般社団法人を作った。この業界が健

全に発展し、産業競争力の向上に資すること

を目的とした団体である。深層学習を事業の

核とする企業が集まって構成し、私が理事長

を務めている。この分野は前述のように多く

の人が「自分は人工知能の技術者である」と

名乗りやすく、悪貨が良貨を駆逐する性格の

強い領域であること、一方で技術の中心は深

層学習であり、それに特化した人材育成が必

要であるとの思いから、資格試験を創設した。

Ｇ検定は、ビジネスパーソンを含め深層学習

をビジネスに活用する人材のためのもの、Ｅ

資格は深層学習のエンジニア向けのものであ

る。これらの試験は、立ち上がり当初から毎

年大きな成長を見せ、現在までに６万人を超

える方が受験をしている。その合格者の会は

約３万人で、人工知能のコミュニティとして

は、日本で最も大きなものとなっている。 

新しく技術を身につけた若者は、その武器

を使おうとする。しかし、大企業も含め、日

本のほとんどの組織では、その最新の武器を

往々にしてうまく使ってもらえない。自分の

専門性と関係ない部署に配属になることも多

い。そこで、大企業に就職するのを避け、起

業をする学生が増えている。私の研究室では、

私がスタンフォードに留学していたこともあ

り、2008 年頃からよくシリコンバレーに学生

を連れて行っていた。そうした環境の中で、

起業する学生が増え、その中から、2015 年に

は、ニュースアプリを手掛ける株式会社

Gunosy が、2017 年には、知能化技術の開発を

手掛ける株式会社 PKSHA technology が上場

した。研究室のメンバーが中心となって、２

社、上場した企業が出たことは大きなきっか

けになった。多くの人がそれに勇気付けられ、

新たな挑戦をするようになった。現在、私の

研究室では、起業する、あるいは先輩や友人

が作ったスタートアップに参加するというこ

とはごく当たり前のことになっており、大企

業に行くケースがほとんどなくなっている。 

研究室発のスタートアップで、大きく成長

を続けているものだけを挙げても、株式会社

DeepX、READYFOR 株式会社、株式会社 ACES、

株式会社 Ollo、株式会社 ELYZA、bestat 株式

会社、燈株式会社などがある。研究室発のス

タートアップで 10社以上、関連するスタート

アップを含めると 30 社近くに上る。最近で

は、「本郷バレー」の一部として、記事等で

もよく取り上げられるようにもなっている。 

日本ディープラーニング協会でも、人材育

成からスタートアップを育成するという流れ
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を作り出した。高等専門学校生のものづくり

の力に注目し、深層学習がものづくりと相性

が良いことから、彼らに深層学習の教育を提

供するとともに、ものづくりと深層学習を組

み合わせたプロジェクトで優劣を競う「高専

ＤＣＯＮ」を立ち上げた。ベンチャーキャピ

タリストが付けた企業評価額（バリュエーシ

ョン）で勝敗を競うというものであり、高専

生の技術と世の中のニーズを結び付けようと

いうものである。2019 年のプレ大会では全国

から 18チームが参加し、長岡高専が優勝、そ

の企業評価額（バリュエーション）は４億円

だった。2020 年、2021 年と、参加チームも 36

チーム、43チームと順調に増え、2021 年の大

会では、優勝チームの福井高専のバリュエー

ションは６億円となった。高専ＤＣＯＮは

ＮＨＫ Ｅテレで毎回放送されている。 

そのプロジェクトは、例えば、工場のアナ

ログメーターを自動で読み取る、電線の点検

を行う、視覚障害者のための点字の要約を行

う、打音検査の判定を自動で行うなど、社会

の課題に密着し、市場規模としても十分に大

きいものである。そして、彼らの中から実際

に起業するものも増えている。長岡高専から

株式会社 IntegrAI（インテグライ）、香川高

専から株式会社三豊ＡＩ開発と Panda 株式会

社、そして東京高専からは TAKAO AI 株式会社

というスタートアップが生まれた。いずれも

順調に成長している。 

このように、私の研究室、あるいは日本デ

ィープラーニング協会では、深層学習に関し

て大規模な人材育成、そして、起業家の育成

を行ってきた。そして、強調したいことは、

こういった活動は、基本的に研究室の企業と

の共同研究、あるいは企業からの寄附によっ

て活動を維持しており、国からの経済的な支

援をほぼ受けていないということである。 

２節で述べた、国からの支援を受けながら、

旧来的な技術に予算を使ってしまう構図と、

本節で述べた、国からの支援に頼らず、自助

努力で、深層学習という新しい技術と若者に

投資をし発展させている構図を比べていただ

きたい。何も私の周辺の活動を自画自賛した

いわけではない。やる気と能力ある若者、そ

して、新しい技術にきちんと投資することさ

えできれば、それは社会からも求められるこ

とであり経済的にも成り立つし、人材も育っ

て活躍するようになるということである。こ

うした簡単なことが、いかに日本の国の中で

できていないかということである。 

 

４ 今後の処方箋 

さて、過去は過去として、未来の話をした

い。 

一つ目は人材育成である。 

いま、全国の大学にＡＩ・データサイエン

スの教育が広がっている。「数理・データサ

イエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度」が

2020 年から内閣府で作られている。深層学習

の内容も含まれたカリキュラムとなっており、

（内容のレベルが高すぎるという問題がある

ものの）こういった活動自体は大変良いこと

である。そもそも、こういった教育は、本来

あるべき量に比べて圧倒的に不足している。 

2012 年の深層学習のブレークスルーから

10年近く経ち、良くも悪くも深層学習という

技術自体が、新製品や新しいサービスに直結

するという時代は過ぎてしまった。以前から

あるデータサイエンスや数理とともに、一つ

の重要な基礎分野として定着しつつある。そ

の意味では、過去５年〜10年でいうと深層学

習に特化して投資すべきであったものの、今

になっては、データサイエンスや数理と併せ

て教育することにはそれほど違和感はない。 

その際に、注意すべき点がある。「若い人

が若い人に教えたほうが良い」ということで
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ある。今の時代は、情報技術の進展が早すぎ

て、年輩の教員が新しい技術を教えることが

難しい。これを強制すると結局、「看板の掛

け替え」が起こる。若い人が教えられるよう

な仕組みにすべきである。極端に言えば、学

生が学生に教えても良い。プログラミングか

らＡＩまでを教えるフランスの先進的な学校

「42」では、学生・卒業生が自治的に学生に

教える仕組みを作っている。私の研究室でも、

講義を広く提供しているが、学生が講師とし

て学生に教えるというのは日常的である。博

士課程の学生が教える場合が多いが、ときに

は学部の学生が教える場合もある。年齢はも

う関係ないのである。 

したがって、全国の大学や高等専門学校、

高校等にこうした教育の仕組みを広げるとき

には、若手や学生が教えられるようにするこ

と、動画やオンラインのコンテンツを最大限

活用することなどが重要である。 

それから、数理・データサイエンスと併せ

てＡＩを教えることに違和感はないものの、

今の時代に必要な素養をすべてカバーしてい

るわけではない。今の時代には、例えば、ウ

ェブに関する技術は、様々なイノベーション

を実現していく上で必須である。それから、

日本の様々な組織で変化が必要とされており、

「変化を起こせる人材」としての考え方や思

考法なども重要である。そして、ビジネスに

関しての基礎的な教育も必要である。こうし

たことをセットにして提供していく必要があ

る。 

 

二つ目に、深層学習の研究である。深層学

習はこれからも大きく進展する。この可能性

を過小に見積もってはいけない。現在の深層

学習は、ややタコツボ化しつつあり、局所的

                             
7 例えば、OpenAIは、ロボット研究からの撤退を2021年に発表した。 

な小さな改善が多くなっている。また、一部

の領域では明らかな限界も見せ始めている7。

しかし、深層学習の根本的なアーキテクチャ

からの変更が今後起こるはずであり、そうし

た先には、また急速な進展が起きると思われ

る。 

私の研究室では、2021 年に「世界モデル・

シミュレータ寄付講座」という寄付講座を立

ち上げた。実空間の把握、そして、そこでの

相互作用に関して、技術が大きく進展し、そ

れが機械やロボットへの応用の基盤になると

同時に、自然言語理解の基盤になるはずとい

うのがその目論見である。そして、脳科学と

人工知能が融合する領域でも大きなブレーク

スルーが起こる。物理や化学など、基礎的な

学問領域における深層学習の活用についても、

ブレークスルーが起こる。したがって、こう

いった分野への投資は継続していくべきであ

る。 

科学技術の研究に対する国の投資の一般的

な問題点として、社会のニーズや事業につい

て考えるのが苦手な研究者に、応用について

書かせるべきではないし、それに基づいて審

査をすべきでもない。あくまでも、研究者は

知的好奇心と自らの専門性に基づいて研究を

すべきであり、国はそれを広く薄く支援すべ

きである。一方で、今回の人工知能・深層学

習のように、国がその技術を一気に進展させ

たいときは、むしろ研究ではなく、開発、社

会実装を中心とした支援をすべきである。そ

の際に、ビジネスの感覚に優れた経営者や投

資家等に、技術のことを理解してもらった上

で、その方向性を決めていくべきである。つ

まり、長期的で本質的な基礎研究と、それを

社会に活用するための仕組みを大きく二つに

分けるべきであり、それをまぜこぜにして研
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究者にやらせるべきではない。これは、科学

技術予算全般に関しての問題提起でもある。 

 

三つ目に、産業の育成である。基本的に、

今の深層学習はどんどん使いやすくなってお

り、プログラミングができる人であれば簡単

に使うことができる。企業の中のみならず、

経営者レベルでも、ＡＩのプログラミングを

少しでも試したことがある人の数を増やして

いく必要がある。ものづくりで、はんだごて

をまず触ったことがないといけないように、

今の深層学習を使うには、少しでもプログラ

ミングをしなければならない。今の議論を見

ていても、そういった体験をすることなしに、

ＡＩやＤＸを語っている人が多すぎるように

思う。日本のものづくりでは、昔から「わい

がや」で意見をぶつけ合いながら技術が進ん

できた。深層学習・人工知能も、多くの人が

実際に動かすようになると、同じような雰囲

気になる。 

 

日本の様々な地方で深層学習、人工知能そ

してより広くデジタルの技術を活用すること

ができる。そもそも、ものづくりと深層学習

は相性が良い。農業や林業、水産業、観光業

などとも、深層学習は相性が良い。現場があ

って、そこの情報を把握しないといけないと

きに、画像の情報が大いに役立つからである。

だからこそ、高専ＤＣＯＮを作ったわけであ

る。したがって、日本の様々な地方で、人工

知能の教育をし、それを実践的に活
い

かすこと

を学び、地方の産業活性化に役立てていくこ

とができるはずである。 

そのためには、きちんと事業として顧客に

付加価値を出して「儲
もう

ける」ということが第

一である。そして、そのために必要な人材の

要件が決まる。そのために必要な教育が決ま

るという順である。日本では、出口を意識し

ない教育の議論が多すぎるように思う。 

スタートアップの育成を、日本全体のＤＸ

の取組とも合わせて、取り組んでいく必要が

ある。私の研究室では、2021 年から「ＡＩ経

営」という寄付講座をＰｗＣの支援の下、立

ち上げた。ＡＩを経営に活
い

かす方法は、世界

中で事例がたまっている。人事、会計、法務

などに活
い

かす方法、医療や製造、物流などの

分野で活
い

かす方法など、水平・垂直双方に様々

な取組がある。これを、ハーバード大学やＭ

ＩＴなどのトップ大学では、講義として提供

し始めている。これと同じように、ＡＩを使

ったビジネスのケーススタディを学生に提供

するというのがこの講義の趣旨である。第１

回目の講義が始まっているが数百人の学生の

登録があり、人気を集めている。 

また、スタートアップを、より大規模に輩

出していくため、2021 年からは「起業クエス

ト」というものを研究室で立ち上げた。これ

は、今までの起業の成功パターンを仕組み化

したものであり、ＡＩ・データサイエンスの

教育（ステージ１）から、企業との実践的な

共同研究・開発のプロジェクトを経験し（ス

テージ２）、起業のための知識を得て（ステ

ージ３）、実際に起業するという、一連の流

れをプログラム化したものだ。これによって、

より多くの起業に挑戦する人が生まれ、また

その成功確率が上がってくることを目指して

いる。 

私の研究室の活動だけでなく、東京大学で

のアントレプレナーシップ教育は盛んである。

産学協創推進本部を中心として、長年講義を

提供しているアントレプレナー道場、駒場生

向けのアントレプレナーシップ・ブートキャ

ンプや新入生向けのアントレプレナーシップ

セミナー、インキュベーションの施設である

本郷テックガレージや FoundX、そして

EDGE NEXT や Todai To Texas といった特徴あ
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るプログラムなど、幅広い。私も、東京大学

工学系研究科の講義として、「データ駆動型

起業演習」「データ駆動型事業立案演習」な

どの講義も行っている。2021 年には、アント

レプレナーシップ教育デザイン寄付講座も立

ち上がり、起業家の育成がますます盛んにな

っている。こうした取組を、全国の大学等に

も広げていくことが必要だ。 

 

以上、人材育成、研究、そして産業の育成

について述べた。いずれにも共通するのが、

若者と新しい技術、この二つをしっかり信頼

し、期待することである。そうすれば、世界

的には「普通の」イノベーションが「普通に」

起こるはずである。日本だけが 30年間も負け

続けるというようなことは、普通にやってい

れば起きないはずである。地方からもグロー

バルな企業が、一定の確率で新たに誕生して

もおかしくない。旧来の技術にこだわるとか、

若者の芽を摘んでしまうといった阻害要因を

なくす。そして、若者と新しい技術を信頼し、

期待して待てば良い。それがやるべきことで

ある。 

 

現在の日本にもうそれほど余裕はないはず

である。当たり前のことを当たり前にしてい

けば、必ず成長が生み出せるはずである。 
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